
犬山市議会第２５号議案 

 

   令和７年度犬山市水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度犬山市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給水戸数            ３１，９００戸 

(2) 年間総給水量       ８，８８２，４９８立方メートル 

(3) 一日平均給水量         ２４，３３６立方メートル 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

   収   入 

 第１款 水道事業収益    １，３２６，５６８千円 

  第１項 営業収益     １，１４４，４９７千円 

  第２項 営業外収益      １８２，０７０千円 

  第３項 特別利益             １千円 

   支   出 

 第１款 水道事業費用    １，３９６，２３１千円 

  第１項 営業費用     １，３７５，９９０千円 

  第２項 営業外費用       １０，０００千円 

  第３項 特別損失           ２４１千円 

  第４項 予備費         １０，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額２９８，００１千円は過年度分損益勘定留保資金１９３，２３７千円、当年度分損

益勘定留保資金８４，０３４千円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

２０，７３０千円で補てんするものとする。）。 

   収   入 

 第１款 資本的収入       １８５，６２９千円 

  第２項 出資金              １千円 

  第４項 負担金        １８５，６２４千円 

  第５項 固定資産売却代金         ２千円 
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  第６項 補助金              ２千円 

 

   支   出 

 第１款 資本的支出       ４８３，６３０千円 

  第１項 建設改良費      ４８３，６３０千円 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第５条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(1) 職員給与費         １３５，９０４千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第６条 水道事業の健全な財政運営に資するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

１，４４０千円である。 

 

 （たな卸資産購入限度額） 

第７条 たな卸資産の購入限度額は、２１，６５９千円と定める。 

 

  令和７年２月２５日提出 

 

犬山市長 原  欣 伸  
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犬山市議会第２５号議案添付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 度 

 

 

 

犬山市水道事業会計予算に関する説明書 
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単位：千円　

予 定 額 備　　考

1 水道事業収益 1,326,568

1 営業収益 1,144,497

1 給水収益 1,096,526

2 受託工事収益 3,000

3 その他営業収益 35,063

4 負担金 9,908

2 営業外収益 182,070

1 受取利息及び 638

配当金

2 他会計補助金 1,440

4 長期前受金戻入 169,846

5 雑収益 146

6 消費税還付金 10,000

3 特別利益 1

2 過年度損益修正益 1

予 定 額 備　　考

1 水道事業費用 1,396,231

1 営業費用 1,375,990

1 原水及び浄水費 700,921

2 配水及び給水費 104,510

3 受託工事費 3,002

4 総係費 154,520

5 減価償却費 355,834

6 資産減耗費 57,203

2 営業外費用 10,000

4 消費税 10,000

3 特別損失 241

1 固定資産売却損 1

4 過年度損益修正損 240

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

　支　出

款 項 目

令和７年度　 犬山市水道事業会計予算実施計画 （税込み）

収益的収入及び支出

　収　入

款 項 目
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単位：千円　

予 定 額 備　　考

1 資本的収入 185,629

2 出資金 1

1 出資金 1

4 負担金 185,624

1 分担金 54,479

2 工事負担金 131,145

5 固定資産 2

売却代金 1 固定資産売却代金 2

6 補助金 2

1 国庫・県補助金 2

予 定 額 備　　考

1 資本的支出 483,630

1 建設改良費 483,630

1 施設増補改良費 482,755

2 営業設備費 875

　支　出

款 項 目

資本的収入及び支出

　収　入

款 項 目

-463-



(単位：千円)

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 85,952

　　　減価償却費 355,834

　　　固定資産除却費 56,147

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少) 83

　　　引当金の増減額(△は減少) △ 11,774

　　　長期前受金戻入額(△は益)　 △ 169,846

　　　受取利息及び受取配当金(△は益) △ 638

　　　固定資産売却損益(△は益) 1

　　　未収金の増減額(△は増加) 9,664

　　　その他流動資産の増減額(△は増加) 0

　　　未払金の増減額(△は減少) 16,799

　　　たな卸資産の増減額(△は増加) △ 5,770

　　　預り金の増減額(△は減少) 0

　　　　　　　　小　　計 164,548

　　　利息及び配当金の受取額 638

　　　利息の支払額 0

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 165,186

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 443,124

　　　固定資産の売却による収入 2

　　　投資有価証券の取得による支出 0

　　　投資有価証券償還による収入 0

　　　国庫・県補助金による収入 2

　　　分担金による収入 49,526

　　　工事負担金による収入 116,323

　　　未収金の増減額(△は増加) 265

　　　未払金の増減額(△は減少) △ 71,412

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 348,418

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　他会計からの出資による収入 1

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 1

　資金増加額（又は減少額） △ 183,231

　資金期首残高 966,367

　資金期末残高 783,136

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

令和７年度　犬山市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 （間接法）
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給　　与　　費　　明　　細　　書

  (1) 総　　　括

報　酬 給　料 手　当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

12 5,711 52,541 58,344 116,596 19,308 135,904

(3)

12 5,345 49,688 41,364 96,397 17,517 113,914

(3)

0 366 2,853 16,980 20,199 1,791 21,990

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 2,754 4,016 628 1,219 0 2,752 0 0

前 年 度 1,956 3,223 922 1,189 0 2,029 0 0

職員手当 比    較 798 793 △ 294 30 0 723 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 2,043 14,412 12,074 17,006 1,440 0 58,344

前 年 度 0 2,043 12,714 10,619 5,529 1,140 0 41,364

比    較 0 0 1,698 1,455 11,477 300 0 16,980

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計

区　　分

区    分

(注)　本年度の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費（以下「期末手当等」という。）には、翌年度の支
　　　給（支払）見込額のうち本年度の負担に属する額（賞与引当金繰入額：7,905千円〔期末手当：4,302千円、勤勉
　　　手当：3,603千円〕、法定福利費引当金繰入額:1,562千円）が含まれ、退職手当には、本年度の期末要支給額のう
　　　ち本年度の負担に属する額（退職給付引当金繰入額7,097千円）が含まれる。前年度の期末手当等には、同様に前
　　　年度の負担に属する額（賞与引当金繰入額：7,141千円〔期末手当：3,891千円、勤勉手当：3,250千円〕、法定福

利費引当金繰入額：1,379千円）が含まれ、退職手当には、退職給付引当金繰入額5,528千円が含まれる。

本 年 度

前 年 度

比    較
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 手　当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

12 0 52,541 56,154 108,695 18,117 126,812

(0)

12 0 49,688 39,359 89,047 16,452 105,499

(0)

0 0 2,853 16,795 19,648 1,665 21,313

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 2,754 4,016 628 1,219 0 2,752 0 0

前 年 度 1,956 3,223 922 1,189 0 2,029 0 0

職員手当 比    較 798 793 △ 294 30 0 723 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 2,043 13,222 11,074 17,006 1,440 0 56,154

前 年 度 0 2,043 11,622 9,706 5,529 1,140 0 39,359

比    較 0 0 1,600 1,368 11,477 300 0 16,795

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較
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  イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 手　当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 5,711 0 2,190 7,901 1,191 9,092

(3)

0 5,345 0 2,005 7,350 1,065 8,415

(3)

0 366 0 185 551 126 677

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

職員手当 比    較 0 0 0 0 0 0 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 1,190 1,000 0 0 0 2,190

前 年 度 0 0 1,092 913 0 0 0 2,005

比    較 0 0 98 87 0 0 0 185

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較
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　(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

増減額
(千円) (千円)

給　　料 2,853 給料改定 1,040  前年度給料改定の状況
に伴う  給料改定率 1.94%
増加分

昇給 1,237  平均昇給率 2.41%
に伴う
増加分

その他の 576  職員の異動等
増減分

職員手当 16,980 制度改正 1,308 扶養手当  扶養手当の支給対象及び額の見直し
に伴う  配偶者　 6,500円 →  3,000円
増減分  子　　　10,000円 → 11,500円

 行(一)8級職員は配偶者支給なし
地域手当  地域手当支給割合

 6％ → 7％
期末手当 288千円  期末手当支給月数

 2.45月 → 2.50月
勤勉手当 284千円  勤勉手当支給月数

 2.05月 → 2.10月

その他の 15,672
増減分

　(3) 給料及び職員手当の状況

　　職員１人当たりの給料

　再任用短時間勤務職員を除く

　　初　任　給

区　分
増減事由別内訳

説　　　　明 備　　　　　　　　考

162千円

一　般 行 政 職

364,066

46.10

343,391

43.11

一　般　会　計　の　制　度

一　般　行　政　職

194,500円

225,600円

194,500円

225,600円

一　般　行　政　職

574千円

高　　校　　卒

大　　学　　卒

平 均 年 齢 ( 歳 ・ 月 )

区　　　　　　　　　　　分

区　　　　　分

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 歳 ・ 月 )

平 均 給 料 月 額 ( 円 )
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　　級 別 職 員 数

区　分 職　　員　　数 構　　成　　比
(人)   (％)

0 0.0

(0)

1 8.3

(0)

2 16.7

(0)

3 25.0

(0)

5 41.7

(0)

0 0.0

(0)

1 8.3

(0)

0 0.0

(0)

12 100.0

(0)

0 0.0

(0)

1 8.3

(0)

2 16.7

(0)

2 16.7

(0)

5 41.7

(0)

1 8.3

(0)

0 0.0

(0)

1 8.3

(0)

12 100.0

(0)

　（　）内は、再任用短時間勤務職員を外書き

6級

令
　
和
　
6
　
年
　
1
　
月
　
1
　
日
　
現
　
在

8級

7級

1級

計

令
　
和
　
7
　
年
　
1
　
月
　
1
　
日
　
現
　
在

8級

7級

1級

計

3級

2級

5級

4級

一　　　般　　　行　　　政　　　職

級

3級

2級

5級

4級

6級
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　(級別の基準となる職務)

　　昇 給

　再任用短時間勤務職員を除く

83.3 83.3　　   (％)

0

0

0

0

 6号給(人)

 8号給(人)

12

10

0

2

8

0

0

 6号給(人)

 8号給(人)

75.0 75.0　　   (％)

0

2

7

0

0

合　　　計 一 般 行 政 職区　　　　　　　　　　分

12

9

12

9

主任主査、
主 査

区 分 2 級 1 級

一般行政職 主 事 主 事 補

12

10

区 分 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級

主 査 補一般行政職 部 長 課 長 課 長 補 佐 統 括 主 査

0

2

8

 (Ａ) (人)

 (Ｂ) (人)

 2号給(人)

 3号給(人)

 4号給(人)

 (Ａ) (人)

 (Ｂ) (人)

 2号給(人)

 3号給(人)

 4号給(人)

0

2

7

昇 給 に 係 る 職 員 数

昇　給　数　別　内　訳

比     率   （Ｂ）／（Ａ）

本
　
　
年
　
　
度

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　員　　　　数

昇 給 に 係 る 職 員 数

昇　給　数　別　内　訳

比     率   （Ｂ）／（Ａ）

職　　　　員　　　　数

-470-



　　期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.300 (1.200) 2.300 (1.200) 4.600 (2.400)

前 年 度 2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.500 (2.350)

一般会計の制度 2.300 (1.200) 2.300 (1.200) 4.600 (2.400)

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率

　　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度
(月分) (月分) (月分) (月分)

　　地 域 手 当

　　特 殊 勤 務 手 当

一　般
行政職

0.00

0.00

　　緊急時危険業務手当

全体

0.00

0.00令和7年1月1日現在

給料総額に対する比率  (％)

支給対象職員の比率    (％)

代表的な特殊勤務手当の名称 

区　　　　　　　　　　分

支 給 率 （ ％ ） 7

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 12

一般会計の制度（支給率等）（％） 7

定年前早期退職特例措置
現在、定年前早期退職特例措
置を一時休止

(2%～20%加算)

支 給 対 象 地 域 全　　　地　　　域

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区   分
そ  の　他　の

備          考
加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
現在、定年前早期退職特例措
置を一時休止

(2%～20%加算)

有

有

有

区   分

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 計 職制上の段階職務の

級等による加算措置
備          考

 6月(月分) 12月(月分)
(月分)
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　　その他の手当

区　分
一般会計の
制      度
と の 異 同

扶　養　手　当 同 ○配偶者 3,000円

　ただし、行政職給料表（一）８級職員は支給しない

○子 11,500円

　満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子１人につき 5,000円

○父母等 6,500円

　ただし、行政職給料表（一）８級職員は3,500円

住　居　手　当 同 借家・借間

○家賃等の額16,000円以下の場合、無し

○16,000円を超え、27,000円以下の場合、家賃等の額－16,000円

○27,000円を超える場合、（家賃等の額－27,000円）× 1/2

　ただし、17,000円を限度とし、11,000円に加算　　最高28,000円

通　勤　手　当 同 (ア)交通用具利用

　　通勤距離片道

 2㎞　 　  　　未満 －  円

 2㎞以上　　3㎞未満 2,000円

 3㎞以上　　4㎞未満 2,200円

 4㎞以上　　5㎞未満 2,500円

 5㎞以上　　8㎞未満 4,200円

 8㎞以上　 10㎞未満 4,800円

10㎞以上   13㎞未満 7,100円

13㎞以上   15㎞未満 8,100円

15㎞以上   20㎞未満 10,000円

20㎞以上   25㎞未満 12,900円

25㎞以上   30㎞未満 15,800円

30㎞以上   35㎞未満 18,700円

35㎞以上   40㎞未満 21,600円

40㎞以上   45km未満 24,400円

45㎞以上   50km未満 26,200円

50㎞以上   55km未満 28,000円

55㎞以上   60km未満 29,800円

60㎞以上　　　 　　 31,600円

(イ)交通機関利用

利用区間の最長期間定期券等額の月額相当額

最高 150,000円

内　　　　容
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期　間 金　額 期　間 金　額 国県補助金 企業債 その他

千円 千円

令和７年度

千円 千円 千円 千円

浄水場運転管理業務 278,256 令和６年度 54,120 ｜ 216,480 216,480

委託 令和10年度

令和７年度

料金徴収業務等委託 268,950 令和６年度 47,190 ｜ 188,760 188,760

令和10年度

水質検査業務委託 10,077 － － 令和７年度 10,077 10,077

当番工事店待機業務
委託

3,774 － － 令和７年度 3,774 3,774

電気設備保安管理業
務委託

債務負担行為に関する調書

事　項 限度額

前年度末までの
支 払 義 務
発生（見込）額

当該年度以降の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

左の財源内訳

2,7282,728 － － 令和７年度 2,728
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（単位：千円）

１　固 　定   資   産

(1)

ア 土 地 240,206

イ 建 物 238,013

減 価 償 却 累 計 額 △ 177,848 60,165

ウ 構 築 物 17,036,615

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,566,296 8,470,319

エ 機 械 及 び 装 置 1,390,836

減 価 償 却 累 計 額 △ 971,296 419,540

オ 車 両 及 び 運 搬 具 19,039

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,215 824

カ 工具器具及び備品 44,290

減 価 償 却 累 計 額 △ 23,533 20,757

キ 建 設 仮 勘 定 73,782

9,285,593

(2)

ア 投 資 有 価 証 券 100,000

100,000

9,385,593

２　流   動   資   産

(1) 783,136

(2) 68,123

△ 1,246

66,877

(3) 15,049

(4) 16

865,078

10,250,671

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令和７年度　犬山市水道事業予定貸借対照表 （税抜き）

（　令和８年３月３１日　）

資　  産　  の　  部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

未 収 金 合 計
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（単位：千円）

３　固   定   負   債

(1)

ア 退 職 給 付 引 当 金 80,123

80,123

80,123

４　流   動   負   債

(1) 291,856

(2) 2,000

(3)

ア 賞 与 引 当 金 7,905

イ 法定福利費引当金 1,562

9,467

303,323

５　繰   延   収   益

(1) 8,676,848

△ 5,460,356

3,216,492

3,599,938

19,569
7,325
1,444

６　資   本   金         

(1) 6,070,112

6,070,112

７　剰   余   金         

(1)

ア 受 贈 財 産 評 価 額 61,944

イ 工 事 負 担 金 104,590

166,534

(2)

ア 利 益 積 立 金 28,060

イ 建 設 改 良 積 立 金 114,000

ウ 当年度未処分利益剰余金 272,027

414,087

580,621

6,650,733

10,250,671

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

※法定福利費引当金取崩し額

資　　本　  の　  部

資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

※退職給付引当金取崩し額
※賞与引当金取崩し額

長期前受金収益化累計額

引 当 金

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

未 払 金

預 り 金

負 債 資 本 合 計

負 　 債　  の 　 部
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注記 

 

 Ｉ．重要な会計方針 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品  先入先出法による原価法によっている。 

 

  ２ 固定資産の減価償却の方法 

     有形固定資産 

      ・減価償却の方法 

        定額法 

      ・主な耐用年数 

        建物      ７ ～ ５０年 

        構築物    １０ ～ ８０年 

        機械及び装置  ６ ～ ２０年 

        車両及び運搬具 ２ ～  ７年 

        器具及び備品  ２ ～ ２０年 

 

  ３ 引当金の計上方法 

   (１) 退職給付引当金 

       職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当す

る額を計上している。 

   (２) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

       職員（会計年度任用職員を除く）の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係

る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

   (３) 貸倒引当金 

       債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。 

 

 II．その他 

  １ 引当金の取崩し 

   (１) 退職給付引当金の取崩し 

       当年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金１９，５６９千円を

取り崩すこととする。 

   (２) 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し 

       職員（会計年度任用職員を除く）の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定

福利費のうち、前年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）の支給

（支払）のため、賞与引当金７，３２５千円、法定福利費引当金１，４４４千円を

取り崩すこととする。 
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（単位：千円）

１ 営　 業   収   益

(1) 給 水 収 益 1,003,578

(2) 受 託 工 事 収 益 4,099

(3) そ の 他 営 業 収 益 27,705

(4) 負 担 金 0 1,035,382

２ 営   業   費   用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 611,736

(2) 配 水 及 び 給 水 費 74,133

(3) 受 託 工 事 費 3,728

(4) 総 係 費 118,247

(5) 減 価 償 却 費 345,133

(6) 資 産 減 耗 費 17,502 1,170,479

135,097

３ 営　 業　 外　 収　 益

(1) 受取利息及び配当金 701

(2) 他 会 計 補 助 金 1,240

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 142,792

(4) 雑 収 益 129 144,862

４ 営　 業　 外　 費　 用

(1) 雑 支 出 151 151 144,711

9,614

５ 特　 別 　利　 益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

６ 特 　別　 損　 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 172 172 △ 172

9,442

357,979

367,421

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

令和６年度　犬山市水道事業予定損益計算書 （税抜き）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 損 失

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益
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（単位：千円）

１　固 　定   資   産

(1)

ア 土 地 240,208

イ 建 物 238,013

減 価 償 却 累 計 額 △ 173,143 64,870

ウ 構 築 物 16,729,770

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,278,380 8,451,390

エ 機 械 及 び 装 置 1,392,711

減 価 償 却 累 計 額 △ 965,926 426,785

オ 車 両 及 び 運 搬 具 19,039

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,215 824

カ 工具器具及び備品 40,756

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,163 21,593

キ 建 設 仮 勘 定 48,782

9,254,452

(2)

ア 投 資 有 価 証 券 100,000

100,000
9,354,452

２　流   動   資   産

(1) 966,367

(2) 78,052

△ 1,163

76,889

(3) 9,279

(4) 16

1,052,551

10,407,003

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

未 収 金 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

令和６年度　犬山市水道事業予定貸借対照表 （税抜き）

（　令和７年３月３１日　）

資　  産　  の　  部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
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（単位：千円）

３　固   定   負   債

(1)

ア 退 職 給 付 引 当 金 92,594

92,594

92,594

４　流   動   負   債
(1) 346,469
(2) 2,000
(3)

ア 賞 与 引 当 金 7,325

イ 法定福利費引当金 1,444

8,769

357,238

５　繰   延   収   益

(1) 8,510,997

△ 5,290,510

3,220,487

3,670,319

1,225

7,236

1,394

６　資   本   金         

(1) 6,060,669

6,060,669

７　剰   余   金         

(1)

ア 受 贈 財 産 評 価 額 61,944

イ 工 事 負 担 金 104,590

166,534

(2)

ア 利 益 積 立 金 28,060

イ 建 設 改 良 積 立 金 114,000

ウ 当年度未処分利益剰余金 367,421

509,481

676,015

6,736,684

10,407,003

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

※退職給付引当金取崩し額

※賞与引当金取崩し額

※法定福利費引当金取崩し額

資　　本　  の　  部

資 本 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

預 り 金
引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

負 　 債　  の 　 部
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(単位：千円)

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 9,442

　　　減価償却費 345,133

　　　固定資産除却費 17,054

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少) 155

　　　前払金の増減額(△は増加) 61,080

　　　引当金の増減額(△は減少) 4,345

　　　長期前受金戻入額(△は益)　 △ 142,792

　　　受取利息及び受取配当金(△は益) △ 700

　　　固定資産売却損益(△は益) 0

　　　未収金の増減額(△は増加) △ 17,396

　　　その他流動資産の増減額(△は増加) 0

　　　未払金の増減額(△は減少) △ 8,884

　　　たな卸資産の増減額(△は増加) △ 594

　　　預り金の増減額(△は減少) 0

　　　　　　　　小　　計 266,843

　　　利息及び配当金の受取額 700

　　　利息の支払額 0

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 267,543

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 529,694

　　　固定資産の売却による収入 0

　　　投資有価証券の取得による支出 △ 100,000

　　　投資有価証券償還による収入 0

　　　国庫・県補助金による収入 0

　　　分担金による収入 57,564

　　　工事負担金による収入 67,406

　　　未収金の増減額(△は増加) 2,464

　　　未払金の増減額(△は減少) 47,210

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 455,050

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　他会計からの出資による収入 0

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

　資金増加額（又は減少額） △ 187,507

　資金期首残高 1,153,874

　資金期末残高 966,367

令和６年度　犬山市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 （間接法）

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

-480-



金　　額

1 水道事業収益 1,326,568

1 営業収益 1,144,497

1 給水収益 1,096,526

1 水道料金 1,096,526 水道料金

2 受託工事収益 3,000

1 修繕工事収益 3,000 公共下水関連工事収益 1,500

消火施設補修工事収益 1,500

3 その他営業収益 35,063

1 手数料 1,211 検査手数料 649

設計審査手数料 402

その他手数料 160

2 雑収益 33,852 下水道・農業集落排水処理施設使用料

徴収事務受託収益 33,816

その他雑収益 36

4 負担金 9,908

1 退職金負担金 9,908 他会計退職負担金収入

2 営業外収益 182,070

1 受取利息及び配 638

当金 1 有価証券利息 638

2 他会計補助金 1,440

1 児童手当他会計繰 1,440 児童手当

入分

4 長期前受金戻入 169,846

1 国庫補助金長期前 1,324

 受金戻入

2 受贈財産評価額長 61,486

 期前受金戻入

3 分担金長期前受金 13,791

戻入

4 工事負担金長期前 93,103

 受金戻入

5 その他資本剰余金 142

 長期前受金戻入

5 雑収益 146

1 発生品組替益 145 量水器撤去収益

2 その他雑収益 1

6 消費税還付金 10,000

1 消費税還付金 10,000

3 特別利益 1

2 過年度損益修正 1

益 1 過年度損益修正益 1

収益的収入及び支出

　収　入 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

節

区　　分

令和７年度　犬山市水道事業会計予算実施計画明細書 （税込み）

款 項 目
説　　　　明
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金　　額

1 水道事業費用 1,396,231

1 営業費用 1,375,990

1 原水及び浄水費 700,921

1 給料 8,496 職員給

2 手当 5,009 職員手当

3 賞与引当金繰入額 1,226 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 244 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額

6 法定福利費 2,695 共済組合負担金等

10 旅費 8 職員旅費

11 備消品費 471 消耗品等

12 材料費 1 原水及び浄水設備材料費

15 動力費 90,855 送水ポンプ等電気料金・自家発電燃料

19 修繕費 11,150 構築物・配水管等修繕費 2,000

機械及び装置修繕費 9,150

22 通信運搬費 2,010 遠方監視装置等通信費

23 手数料 50 保菌検査手数料 38

設備点検手数料 12

24 賃借料 600 白山浄水場用地借地料

25 委託料 72,398 設備点検業務委託料 2,805

54,120

水質検査業務委託料 10,508

2,963

その他業務委託料 2,002

37 受水費 505,708 県営水道受水費

2 配水及び給水費 104,510

1 給料 6,826 職員給

2 手当 4,296 職員手当

3 賞与引当金繰入額 983 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 192 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額

6 法定福利費 1,991 共済組合負担金等

10 旅費 8 職員旅費

11 備消品費 450 消耗品等

12 材料費 440 配水及び給水設備材料費

19 修繕費 46,542 構築物・配水管等修繕費 7,790

工具器具及び備品修繕費 1

取替用量水器修繕費 11,691

給水装置改良修繕費 24,750

占用支障移転修繕費 2,310

25 委託料 30,572 設備点検業務等委託料 7,000

3,774

量水器取替業務等委託料 19,798

　支　出 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

節

区　　分

説　　　　明
款 項 目

浄水場運転管理業務委託料

水道施設常時監視業務委託料

当番工事店待機業務委託料
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金　　額

27 路面復旧費 12,210 舗装復旧費

3 受託工事費 3,002

11 備消品費 1 消耗品等

12 材料費 1 受託工事材料費

19 修繕費 1,500 消火栓等修繕費

26 工事請負費 1,500 下水道関連配水管切廻し工事等

4 総係費 154,520

1 給料 19,152 職員給

2 手当 13,652 職員手当

3 賞与引当金繰入額 2,960 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 588 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額

5 報酬 5,711 パートタイム会計年度任用職員報酬

6 法定福利費 7,323 共済組合負担金等

7 退職給付費 17,006 退職手当 9,909

退職給付引当金繰入額 7,097

10 旅費 157 職員旅費 98

会計年度任用職員通勤費 41

18

11 備消品費 653 消耗品等

17 燃料費 499 公用車燃料費

18 印刷製本費 389 封筒等

19 修繕費 1,046 車両及び運搬具修繕費 946

工具器具及び備品修繕費 100

22 通信運搬費 5,487 郵便料金 4,739

電話料金 748

23 手数料 8,797 口座振替等手数料 8,382

公用車点検手数料 66

公用車車検代行手数料 55

その他手数料 294

24 賃借料 226 複写機使用料

25 委託料 62,551 設備点検業務委託料 79

924

料金徴収業務等委託料 47,190

14,105

その他委託料 253

29 会費負担金 346 日本水道協会等会費

30 負担金 3,520 庁舎使用料等・部長人件費負担金

31 保険料 823 水道施設・公用車等保険料

32 公課費 88 公用車自動車重量税

33 研修費 133 職員研修費

35 報償費 303

38 メーター取替費用 2,858

助成金

41 貸倒引当金繰入額 252 貸倒引当金積立

5 減価償却費 355,834

44 有形固定資産減価 355,834 建物・配水管等減価償却費

償却費

6 資産減耗費 57,203

46 固定資産除却費 56,147 配水管等除却費

48 たな卸資産減耗費 1,056 帳簿原価変更額

単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

節

区　　分

説　　　　明
款 項 目

電子計算機類保守業務等委託料

経営戦略検討業務委託料

経営戦略検討委員会実費弁償
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金　　額

2 営業外費用 10,000

4 消費税 10,000

62 公課費 10,000 消費税及び地方消費税

3 特別損失 241

1 固定資産売却損 1

66 有形固定資産売却 1

損

4 過年度損益修正 240

損 70 過年度損益修正損 240 過年度還付金

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

91 予備費 10,000

単位：千円　

説　　　　明
款 項 目

予　　　　　　算　　　　　　額

節

区　　分
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金　　額

1 資本的収入 185,629

2 出資金 1

1 出資金 1

1 出資金 1

4 負担金 185,624

1 分担金 54,479

1 分担金 54,479

2 工事負担金 131,145

1 工事負担金 131,145 施設工事負担金 81,300

消火栓設置工事負担金 4,345

45,500

5 固定資産 2

売却代金 1 固定資産売却代 2

金 1 固定資産売却代金 2

6 補助金 2

1 国庫・県補助金 2

1 国庫補助金 1

2 県補助金 1

説　　　　明

資本的収入及び支出

　収　入 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

節

区　　分
款 項 目

下水道関連布設替工事負担金
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金　　額

1 資本的支出 483,630

1 建設改良費 483,630

1 施設増補改良費 482,755

1 給料 18,067 職員給

2 手当 10,476 職員手当

3 賞与引当金繰入額 2,736 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 538 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額

6 法定福利費 5,737 共済組合負担金等

10 旅費 8 職員旅費

11 備消品費 230 消耗品等

12 材料費 1 建設改良用材料費

19 修繕費 100 工具器具及び備品修繕費

25 委託料 11,500 設計業務等委託料 11,000

その他委託料 500

26 工事請負費 418,372 配水管･施設改良工事 365,445

機械装置改良工事 49,590

その他工事 3,337

30 負担金 14,990 鉄道工事負担金

2 営業設備費 875

81 有形固定資産購入 875 取付用量水器帳簿原価

費

節

区　　分
款 項 目

説　　　　明

　支　出 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額
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